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年 表 

西暦 出来事 

1902 年 屋良朝苗生まれる／山里永吉生まれる。 

1907 年 瀬長亀次郎生まれる。 

1921 年 西銘順治生まれる。 

1926 年 屋良、広島高等師範学校入学。 

1929 年 瀬長、社会主義運動を理由に第七高等学校造士館を放校処分。 

1930 年 屋良、広島師範学校卒業、沖縄県立第一高等女学校教諭。 

1931 年 新川明生まれる。 

瀬長、神奈川県京浜地区で労働運動に携わる。日本共産党に入党。 

1932 年 瀬長、労働争議指導中、治安維持法違反で検挙。懲役 3 年。 

1938 年 屋良、台湾台南第二中学校へ転任。 

1943 年 屋良、台北師範学校教授／西銘、東京帝国大学合格。海軍予備学生として館山

海軍砲術学校入学。 

1945 年 4 月 1 日、米軍沖縄島上陸。ニミッツ布告により軍政府を設立。6 月 23 日（22

日説も）、日本軍の組織的抵抗終わる。8 月 20 日、沖縄諮詢会発足（委員長・

志喜屋孝信）。 

1946 年 沖縄民政府発足（知事・志喜屋孝信）／瀬長、「うるま新報」社長。 

1947 年 日本国憲法施行／沖縄人民党結成。瀬長、中央委員／屋良、知念高校校長。 

天皇の沖縄メッセージ、GHQ に伝わる。  

1948 年 西銘、東京大学卒業。外務省入省。 

1949 年 本格的な基地建設はじまる／瀬長、人民党書記長／西銘、「ヘラルド社」社長。

中華人民共和国成立／ソ連、原爆保有公表。 

1950 年 ４群島で群島政府知事・群島議会議員選挙実施（沖縄初の知事公選）。 

沖縄社会大衆党、結党。西銘、結党準備委員／共和党結成。 

瀬長、沖縄群島知事選で落選。 

米軍政府、琉球列島米国民政府（USCAR）に改組／琉球大学開学。 

屋良、文教部長／新川、琉球大学入学／米で「赤狩り」始まる。 

1951 年 沖縄群島議会日本復帰要請決議／琉球臨時中央政府発足。 

沖縄社会大衆党、沖縄人民党が党大会で復帰運動推進を決議。 

日本復帰促進期成会結成、復帰署名運動で沖縄島有権者の 72.1%集める。 

サンフランシスコ講和条約調印、沖縄・奄美・小笠原の分離確定。 

日米安全保障条約調印。 
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1952 年 第 3 回全島校長会議で祖国復帰を決議／琉球政府発足。 

沖縄教職員会発足。屋良会長に。 

琉球政府立法院「琉球の即時母国復帰請願」を決議。 

戦災校舎復興促進期成会結成。 

1953 年 第 1 回祖国復帰県民総決起大会開催。 

沖縄戦災校舎復興募金運動のため、屋良全国行脚へ。 

米民政府、「土地収用令」公布。土地の強制接収始まる。 

『琉大文学』創刊／奄美群島、日本へ返還される。 

1954 年 アイゼンハワー米大統領、沖縄の無期限保有を宣言／米民政府、地代一括払い

方針発表／立法院、「土地四原則」（一括支払反対・適正補償・損害賠償・新規

接収反対）を決議／瀬長、西銘、立法議員選挙に当選／瀬長、逮捕され懲役 2

年判決（人民党事件）。 

1955 年 伊江島・伊佐浜の土地強制収用（武装米兵出動）。 

「由美子ちゃん事件」。６歳女児が米兵に暴行殺害される。 

「愛の教具」第一陣、沖縄に到着。 

新川、琉球大学を中退し沖縄タイムス入社。 

1956 年 プライス勧告、土地四原則をほぼ否定。「島ぐるみ闘争」起こる。 

米軍通告により、琉球大学が「反米的学生」を処分（第二次琉大事件）。 

那覇市長に人民党の瀬長亀次郎当選。 

1957 年 瀬長、那覇市長を追放される。 

アイゼンハワー大統領、新行政命令発表。高等弁務官制度を導入。 

日米首脳会談、在日米軍地上部隊の撤退で合意（後、海兵隊が沖縄に移駐）。 

新川、鹿児島支局へ配転。 

1958 年 那覇市長選、瀬長体制維持を掲げた兼次佐一当選。 

1959 年 石川市宮森小学校に米軍ジェット機墜落（死者 17、負傷者 121)。 

新川、関西支社編集部へ転勤／瀬長、人民党委員長／西銘、沖縄自由民主党結

党に参加／伊達判決、外国軍隊駐留を違憲と判断。 

1960 年 沖縄県祖国復帰協議会結成（～1977）。 

日米新安保条約調印／安保闘争。 

1961 年 沖縄人権協会・全軍労連・全沖労連結成。 

1962 年 日本、沖縄の祝祭日に公共建物への日本国旗掲揚許可。 

西銘、那覇市長当選。 

1963 年 キャラウェイ高等弁務官、「沖縄の自治は神話に過ぎない」と演説。 

新川、本社編集部文芸部副部長。 

1964 年 立法院、沖縄住民代表の国政参加要請を全会一致で可決。 

新川、八重山支局へ配転。 
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1965 年 佐藤・ジョンソン大統領共同声明。在沖米軍基地の重要性を確認。 

佐藤栄作、首相として戦後初の来沖。「沖縄の祖国復帰が実現しないかぎり、日

本の戦後は終わらない」と演説。 

屋良ら有志 5 名、主席公選の実現を訴える声明発表。 

米、北爆開始。ベトナム内戦に全面介入。 

1966 年 沖縄問題懇談会（総理府総務長官諮問機関、座長・大浜信泉）発足。 

1967 年 教公二法阻止闘争。 

沖縄問題等懇談会（総理大臣諮問機関、座長・大浜信泉）発足。 

日本で革新自治体発足相次ぐ。 

1968 年 西銘、沖縄自民党総裁、那覇市長辞任／初の主席公選、屋良当選、西銘落選／

瀬長、立法院議員 高位当選／嘉手納基地でＢ52 爆撃機が墜落、いのちを守る

県民共闘会議結成。 

1969 年 2.4 ゼネスト、屋良主席の要請により中止。 

佐藤・ニクソン会談、沖縄の 72 年返還を決定、核密約結ばれる 

「沖縄人の沖縄を作る会」結成／新川、本社編集部編集委員 

1970 年 戦後初の国会議員選挙実施（国政参加選挙）。西銘、自民党公認で当選（以後計

四選）。瀬長、人民党公認、日本共産党推薦で当選（以後七選）／コザ反米騒動。

1971 年 沖縄返還協定調印、沖縄返還協定特別委員会での強行採決を経て批准。 

米、金－ドル交換停止（ドルショック）。 

1972 年 施政権返還、沖縄県設置。沖縄処分抗議県民総決起大会。 

戦後初の県知事選、屋良当選／ドル・円通貨交換。 

1973 年 CTS（石油備蓄基地）建設に反対する「金武湾を守る会」結成。 

西銘、沖縄開発庁政務次官。 

1974 年 県、条例で 6 月 23 日を「慰霊の日」に制定。 

佐藤榮作、ノーベル平和賞受賞。 

1975 年 沖縄国際海洋博覧会開催。 

ひめゆりの塔参拝中の皇太子夫妻、火炎瓶を投げられる。 

新川、『新沖縄文学』編集長。 

南ベトナム政府、無条件降伏（ベトナム戦争終結。1976 年 南北統一）。 

1976 年 県知事選、平良幸市（革新）当選。屋良、県知事退任。 

瀬長、日本共産党公認として衆議院議員に当選。 

1978 年 交通方法変更（右側通行から左側通行へ）。 

平良知事の病気退任で知事選。西銘順治当選（以後三選）。 

1980 年 新川、『沖縄大百科事典』編集長。 

1982 年 高校日本史の教科書検定、沖縄戦での日本軍による住民虐殺記述削除が問題に。

1984 年 新川、沖縄タイムス社東京支社長。 
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